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「公共歴史学とはなにか」 
 

岡崎敦 
 
はじめに 
 公共歴史学については、非常に多様な実践に関わるとともに、その意味は地域によって

もさまざまで、さらに時間的にも変容、拡大してきたため、厳格な定義は困難である。と

はいえ、おおよそ以下の点については、合意がえられるであろう。つまり、学問（アカデ

ミア）の枠を越えて、一般大衆、社会のために役立てようとするものであるとともに、歴

史が世界のなかで機能するさまざまなあり方自体を研究し、新たな射程を切り開くことで

ある。この際、公共歴史学の議論は「公共空間」、つまり市民、専門家をとわず、特定の具

体的問題に関して対等に議論する開かれた場で行われる。 
 欧米、特に合衆国において、このような議論が形成された背景としては、1970 年前後の

巨大な社会、政治、経済、文化的変動を受けて、歴史についても、アカデミアの外との関

係が本格的に議論され始めたことにある。他方で、特に 20 世紀末以降、メディアやコミュ

ニケーションをめぐる環境は一変するとともに、情報の価値や意味を保証するメカニズム

自体が揺らいでいる。問題なのは、情報の質に対する信用の低下（あるいは無関心）は、

社会的合意形成の基盤自体を揺るがしかねないことであり、民主主義の基盤としての情報

インフラ、アクセスへの関心が従来になく高まっている。 
 このような状況のもと、「公共」を標榜する歴史学では、基本的なスタンスとして、専門

家と公衆を隔てる境界を越えて、現在と過去の価値付け実践に協働することが志向されて

いる。他方、少なくとも欧米では、「公共歴史学」はそれ自体、大学等の高等研究・教育組

織のなかに制度的に地位を与えられ、固有の学術団体を国内・国際的に組織するなど、制

度的学問としてすでに形成されている事実は強調する価値がある。つまり、通常の歴史学

者と同様に、大学等において特定のカリキュラムのもとに勉学し、固有の学位を取得して、

研究機関、資料管理機関、文化的組織、メディア等で専門人材として活躍するというキャ

リアが開かれているのである。「公共的な」学問と通常の「職業的な」学問との違いは、ブ

ラヴォイの 4 象限理論にしたがえば、学問のスタイルとしては「省察的知」、働きかける対

象については「アカデミアの外」を志向するものと位置づけられる。 
 
     学界 Academic Audience 社会 Extra-Academic 
 
 道具的知   職業的   政策的（応用） 
 Instrumental Knowledge  Professional  Policy 
 
 反省的知   批判的   公共的 
 Reflexive Knowledge  Critical   Public 
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 ここでは、独自なやりかたで「公共的」な歴史実践を積み重ねてきた日本の歴史学界で

は、従来あまり紹介されてこなかった欧米の状況について、簡単にスケッチしたい。焦点

は、「公共歴史学」の専門的制度化である。 
 
１．議論の社会的背景 
 歴史（学）の社会的意義が議論されることは、今に始まったことではない。権力や宗教

思想と不可分であった前近代はもとより、普遍的な科学を標榜して大学の研究、教育の場

を得た 19 世紀においても、歴史（学）は、国民国家形成のために「有益な」学問とみなさ

れた。20 世紀後半になっても、「真理を標榜する」学問（大学）は、政治権力とは距離を

置くことが当然とされる一方で（国家からカネをもらうのは当然だが、口は出させない）、

その時どきの社会問題、情勢に関して語ることをためらわない学者は少なくなかった。 
 しかしながら、過去や歴史、記憶をめぐる問題が、従来とは異なったかたちで議論され、

政治、社会問題化されたのは、20 世紀末以降であったように思える。日本をもとより、世

界のいたるところで、過去と記憶についてのマイノリティの運動、国民国家の動揺のなか

で逆に活性化するナショナリズムの再構築、学問や文化領域に対する国家的保護の後退

（民営化）、観光産業化する文化遺産政策、インターネットやスマホを含む歴史メディアの

拡散の動きなど、歴史をめぐる問題はホットな議論の対象であり続けている。重要なのは、

以前は自明であった価値や社会システムが急速かつ大幅に変容し、その結果として、社会

と過去との関係があらたな問題を抱えたことである。 
 たとえば、冷戦の崩壊と宗教や民族対立の激化は、グローバル化がナショナルやローカ

ルなアイデンティティ問題を精算しないこと、かえって煽り立てる要因となっていること

を明るみに出した。グローバル化自体が、アイデンティティのスケール・ゲームの様相を

呈しているのである。他方、いわゆる歴史認識に関わる論争は、少なくとも先進国住民の

安定を保証してきた近代民主主義国民国家の動揺、具体的には、経済的高度成長や福祉国

家の終焉、既得権護持の主張、大衆民主主義による政治の不安定化などの結果として説明

されることが多い。このような動きは、しかしながら、相対主義、構築主義、カルチュラ

ル・スタディーズなどのポスト＝モダン思想のもとでは、むしろ生じるべくして生じてい

ることとみなされる。20 世紀末から急速に注目を集めている、いわゆる文化遺産問題につ

いても、そこでは、かつてのような「それ自体国家の認証を受けた専門的学者による学術

的根拠による指定」とは異なり、町興しや観光産業への利活用が焦眉の課題となっている。

対象自体も、従来のような「お宝」のみならず、あらゆるものが新たな価値与付けの対象

となる一方、そこに関わる関係者も、現場の「当事者」（地方自治体関係者、住民）のみな

らず、国内外のコンサルタント（イコモスなどもそこに含まれるであろう）から開発業者

までさまざまであろう。そこでは、過去や記憶の真正性や価値を決めること自体が、事業

の掛け金となっているのである。 
 情報コミュニケーション技術の飛躍的発展についても、当初期待された、個別化された

デバイス（パソコン、スマホ）が世界中にネットワークで繋がる、という新しい情報環境

の実現が、個人間の真に自由な関係の創出や、創造的活動の可能性を拡張するという夢は
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霧散し、少なくとも現状では、技術のブラックボックス化と情報の淫靡な操作・利活用の

弊害が懸念されている。あるいは、現実のものとなったのは、個人の自由の拡大ではなく、

与えられたものからの選択だけに終止するという、ビック・データと AI への従属であり、

そこでは情報コンテンツはただ消費されているだけともいえる。 
 
２．欧米における動向 
 少なくとも現在欧米において共通認識のもとに語られる「公共歴史学」があるとすれば、

それは 1970 年代のアメリカ合衆国にはじまったと見なされている。学問の専門化の進行

は、20 世紀を通じて、職業的学問と社会との距離を大きくしていったが、「公共歴史学」

運動は、先進国で共通に生じた 1960 年代末の大きな社会変動が、高等教育、研究の現場に

も反映した結果と考えられるのである。このころ、新しい世代の学者たちが、歴史学のあ

らたな展開と、社会との関係を模索したが、動きはまずカリフォルニアではじまった。1976
年カリフォルニア大学サンタ・バーバラ校で、個別の領域で学術論文を執筆するような歴

史家とは別に、歴史や資料管理などの領域で、社会との間でさまざまな関係を取り持つ専

門家の養成が始まる一方、78 年には学会が組織され、公共歴史学の大きな動きに発展して

いったとされる。その背景には、過去と記憶への権利を要求するマイノリティ運動への対

応などの動きとともに、大学の成長期に量的に肥大化した卒業生の就職先問題があった。

つまり、高等教育機関で専門を学んだ専門家たちに、社会でのより幅広いキャリア形成が

求められ、大学自体も、制度的に対応したのである。 
 ヨーロッパにおいても、早くも 1969 年以来、「クリオ 70 運動」を展開していたルーヴ

ァン大学があるベルギーの動きが先駆的で、1982 年にはロッテルダムのエラスムス大学に

おいて最初の研究集会が開催された。2012 年には、ヘント大学を中心に、公共歴史学につ

いての大学間連携教育システムが始まった。周辺国では、フランスではすでに 1983 年に

最初の教育が開始される一方で、イギリスでは 1980 年代を通じて広がっていった。2010
年には、国際歴史学会の内部組織として、公共歴史学国際連盟が設置され、いわば学問的

にも「体制化」したといえる。 
 21 世紀には、この動きは世界中に広まり、そもそもは国内的社会問題を背景として、国

別の個性が強い公共歴史学の領域においても、「国際化」が一つのイシューとなった。他方

で、就職先も、大学の中に公式にポストを得る職業的研究者が育つとともに、後に見るよ

うに多様な就職先、キャリアが形成される一方、ローカルな特性や実践が強調されるよう

になった。そもそも現場での取り組み（現場の需要や就職）から始まった動きであり、ラ

テンアメリカにおけるオーラル・ヒストリー、オーストラリアにおけるグローバル・ヒス

トリーとの連携はその一例である。 
 最後に、近年においては、デジタル技術による刷新の動きが目覚ましいとされる。歴史

（学）へのアクセスが大きく変容し、歴史のコミュニケーションの方法を変えつつあるが、

このことは同時に、歴史や過去に関する関係者を拡大させ、連携や軋轢を多様化させてい

る。 
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３．「公共歴史学」学位取得者の活動領域 
 アメリカ合衆国を始めとする北米において、現在すでに 30 を超える大学院レヴェルの

教育が行われている。欧米においては、教育・学位のレヴェルとキャリア形成が連動、つ

まり大学における高等教育の内実が就職のその後のキャリアに直結しており、「公共歴史

学」もまた、社会において「専門職」として認知される人材を養成する学問分野であると

認知されていることになる。それでは、卒業生はどのような職に就職しているのであろう

か。 
 第一は、図書館、文書館、博物館、自然公園などの情報資源・文化遺産管理組織である。

司書や学芸員、アーキビストの社会的認知は高く、特に、自然公園を含む自然遺産の領域

にも、専門職が配置されていることは注目すべきであろう。 
 他方、民間部門においても、多様な就職口が存在している。典型的には、映画やメディ

アのプロデューサー、出版業界などであり、大学教育が民間企業の活動とも連携するもの

として考えられている。この点は、たとえば、日本を含む世界でよく見られるように、資

料展示や展覧会の企画・運営は、いまや特定の民間コンサルタント会社抜きには考えられ

ない状況とも関連していると思われる。事実、歴史や情報管理のコンサルタント（会社）

は、「公共歴史学」学位取得者の有力な就職先の一つであり、そこではクライアントの多様

なニーズに対応して、特定企業の社史の編纂、特定個人のルーツ探しなど、さまざまな業

務が行われている。特筆すべきなのは、マイノリティの権利主張に関する訴訟において、

証拠の収集や管理提供などの業務を担当する法務関係の職種の重要性であろう。 
 しかしながら、日本との比較で特に興味深いのは政府関係機関である。司書やアーキビ

ストなどの情報管理専門機関はもちろん、政府機関においては、連邦政府、州政府を問わ

ず多様な情報管理職が存在しており、特に軍は有力な就職先となっている。そこでは、デ

ータ管理・分析から、政策決定助言までのあらゆる段階での業務が含まれる。興味深いの

は、「専門職」として社会的認知を受けている彼らには、たとえば、軍でデータ管理を行っ

ていた者が、民間のコンサルタントとして転出することもありえるのである。つまり、「専

門性」を武器として、キャリアを横に移動するのである。 
 最後に、いわば独立自営業者として歴史に関与する職種がある。典型的には、アカデミ

アの外で成果を公表する歴史に関わる広義のジャーナリストがおり、歴史ものの作家に加

えて、地域史の執筆や地域運動の担い手などがある。彼らは、より直接的に大衆の歴史、

過去認識に働きかける存在であるが、そこでも、大学における体系的な「公共歴史学」教

育が必要と認識されているわけである。 
 彼らの活動手段、逆にいえば、一般大衆による歴史の利活用や消費のあり方についても、

就職口と同様に非常に多様である。一般大衆への伝達メディアとして、古典的な小説、雑

誌、ドキュメンタリー、映像等のほか、博物館や歴史的記念物見学などがある一方で、地

域の歴史プロジェクトへの参与、個人や家族の歴史実践の支援など、公衆の歴史実践への

より積極的な関与もみられる。 
 また、文化遺産マネジメントに関わって、当該地域も経済発展へ寄与したり、前述のよ

うに、地域住民の利害を防衛するため、法定での訴訟を支援するなどの取り組みもある。 
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 全般的に、社会に奉仕する公共歴史学の実践として、歴史好きの素人への研究成果の啓

蒙などは、少なくとも大きな射程には入っていないことに注意する必要があり、それは、

「公共歴史学」教育のカリキュラムにも現れている。この問題については、本書の別の箇

所で、フランスのアーキビスト養成の現状について触れた箇所でも詳述しているが、ここ

では、同じフランスのパリ東大学クレテイユ校（第 12 大学）の例を紹介しよう。 
 2007 年に創設されたパリ東大学クレテイユ校では、歴史学の大学院のなかに公共歴史学

コースがある。就職先は、専門的ジャーナリズム、博物館や文化メディア、文化遺産産業

やツーリズム、出版、コミュニケーション関連、アーカイブズ・ドキュメンテーション、

その他官民の文化機関組織が挙げられており、ターゲットは明確と言える。授業は、講義・

演習と修了論文、そして研修からなるが、科目としては、「歴史、記憶、大衆」、「一般向け

歴史を書くこと」、「歴史とウェブ」、「歴史、テレヴィ、ラディオ」、「国際的展開」などが

用意されている。 
 以上のように、欧米では、「公共歴史学」の高等教育における制度化、つまり就職先の確

保と社会での展開が確保されていると言える。そこでは、大学教育においても、「公共歴史

学」プロパーの素養を学ぶ教育プログラムが準備されているのである。 
 
おわりに 
 国際公共歴史学会の機関紙創刊号に寄稿した論考の中で、日本における公共歴史学の動

向を論じた岡本が指摘するように、日本において、「パブリック・ヒストリー」という用語

は新奇なものであっても、実際には、長い伝統のもとに活発に実践されてきた、とする理

解がありうる。周知のように、戦後史学から民衆史、社会運動史、社会史に至る動きには、

表面的な相違を越えて、相互に共通点があり、実存主義、社会参加思想の受容とともに、

日本歴史学界における学問と政治問題としても、興味深い論点であろう。ここには、知識

人の「民衆参加」への強い意思とともに、日本独特の民俗学の動きとも調和して、日本史

学の重要な潮流の一つを見出すことができる。グラックが指摘するように、日本は、ラデ

ィカルな政治的イデオロギーと厳格な史料実証主義が何の矛盾もなく一人の研究者のな

かに共存することが稀ではない点で（実証主義者自身が、「素朴実証主義」なるものを強く

攻撃し、問題関心の重要性を強調する）、例外的とはいえないまでも、かなり変わった学問

伝統を持つ国の一つである。 
 日本における公共歴史学を考える上で特徴的なことは、1960 年代から強く主張され、ポ

スト＝モダンの 80 年代を経て、歴史学では 90 年代以降急速に受容された相対主義、構築

主義の影響である。周知のように、フランス流ポスト＝モダンは、少なくともアカデミズ

ムにおいては本国では認められず、合衆国を始めとする北米と日本においては圧倒的な支

持を得た。重要なのは、20 世紀末以降の相対主義は、社会実践と強く連動していることで、

事実、「公共」の形容詞を関する諸学問は、多かれ少なかれ、構築主義の影響を強く受けて

いる。 
 欧米の状況との比較において見る限り、日本の歴史実践なるものを特徴づけるのは、よ

くも悪くも、「大衆とともに」をスローガンとする、ある種のアマチュアリズム礼賛であり、
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この姿勢が、文化遺産の観光資源化や文化マネジメントを蔑視したり、政財界との関係を

忌避する背景をなしているようにも思える。これらの状況が、しかしながら、専門性の社

会的認知の欠如や、専門教育を受けた人材の能力を活かす職場が制度的に保証されないと

いう現状に関係しているとするなら、専門性を標榜する歴史学研究者・教育に携わる側で

は、理論面、実践面の双方で、一考の余地があるのではないだろうか。 
 最後に、「公共的な思考」は、専門家が独占する「真理」を、無知な大衆に教授するとい

う啓蒙的スタンスを拒否していることを強調したい。学問の側に問われているのは、専門

の社会におけるあり方それ自体であるとともに、学界の内部では、学問それ自体への理論

的批判（方法論、問題関心）の活性化を促している。たとえば、構築主義が投げかけた議

論の射程が、この両面（社会との関係、学問の存立基盤）に関わることを想起すれば、こ

の間の事情は容易に理解されるであろう。 
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